
 
令和８年度第１回「枝幸町まち・ひと・しごと創生総合戦略有識者会議」 議事録 
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日 時  令和８年（202６年）８月２５日（火） 13：30～14：３0 

場 所  役場本庁３階 第１・第２会議室 

出席者 委員１０名（欠席２名） 事務局４名（町長が挨拶のため出席） 

冒 頭 
 ・ 委嘱状交付 

 ・ 開会に先立ち、町長の挨拶。 

議 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 議事（１）「会長・副会長の互選」 

・ 企画課長から腹案として、 

枝幸町社会福祉協議会 枝幸町介護支援総合相談所長 を会長に、 

枝幸町観光協会 事務局長 を副会長として提案。 

・ 委員から「異議なし。」の声があり、承認。 

 

【質疑・意見】☐あり  ☒なし 

・ 条例規定により、以後、議長（会長）により会議を進行。 

２ 議事（２）「枝幸町デジタル田園都市国家構想の実現に向けたふるさと創生

総合戦略（第 2 期枝幸町まち・ひと・しごと創生総合戦略）の

進捗状況等について」 

■事務局（企画課企画政策係）から説明。 

・ 前年度比で 50 項目中 19 項目成果が向上、15 項目で低下。 

・ KPI 達成項目は 20 項目。 

・ 担当課評価では A・B 評価が約 62％を占め、一定の成果が認められた。 

 

【質疑・意見】☐あり  ☒なし 

３ その他 

■事務局（企画課長）から第３期総合戦略の策定作業について説明。 

・ 第３期総合戦略の計画期間は令和８年度～令和１２年度。 

・ 新たに策定された国の総合戦略を踏まえて策定を進める。 

・ 町では 2050 年人口 4,200 人以上を目標として施策を推進する考え。 

・ ４月に策定支援の業者を選定、７月に各所管課のヒアリング実施済み。 

・ 秋頃に改めて有識者会議を開催し、第３期総合戦略（案）を審議予定。 

・ その後、議会説明を経て策定を進める予定。 

 

 

●各団体の活動状況など、出席委員による自由な意見交換が行われ、以下の 

意見等があった。 
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議 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■委員 

 ・ 枝幸高校の存続は子育て世代の定住や人口減少対策において重要と考え

ている。 

・ ファミリーサポート事業が第２子出産時の送迎支援などを通じて子育て

家庭を支えている事例を紹介。 

・ 一方で、不妊治療のため町外へ通院する家庭では、上の子の預かりにおけ

る制約から十分な支援が受けられないケースもあり、地方における医療・

子育て支援体制の課題を感じた。 

 ・ デジタル化推進は必要である一方、高齢者や通信環境の整っていない 

町民への配慮が必要。 

・ デジタル化が進んだとしても、対面による支援や相談体制は継続願う。 

 ・ 地域によって保育所での給食提供の有無や施設環境に差がある。 

   利用できるサービスに差が生じないようにはできないか。 

  ⇒ 事務局より、保育所の種類によっては制度上に制約があることに加え、

人材確保などの課題があることを説明したうえで、今後も町民のニー

ズを把握しながらまちづくりを進めていきたいと説明。 

 

 ・ 防災や教育活動の観点から、学校体育館への Wi-Fi 整備を進めてほしい 

 ・ ICT を活用して、救急搬送中に患者情報を医療機関と共有し、搬送先の

判断を行う仕組みを構築してはどうか。 

  ⇒ 事務局より、道立高校の施設については北海道が主体となって進める

べき課題であるが、高校の存続や町民利用の観点から必要性が認められ

れば、町としての支援も検討していきたいと説明。また、救急車内での

ICT 活用については、病院側のルールや制度上の制約があるため実現が

難しいが、可能な取組から少しずつ進めていきたい旨説明。 

 

 ・ 稚内市で民間の病院が病児保育を行っている事例を紹介。 

・ 決して採算のある制度ではないが、子育て世代の定住促進の観点から 

検討してみてはどうか。 

  ⇒ 国保病院の維持や小児科診療の確保など既存のサービスにも多額の行

政負担が生じている現状を説明し、そのうえで人口減少が進む中、限

られた財源や人材の中で何を優先して取り組むべきかを議論しなが

ら、持続可能な行政運営につなげていきたい旨説明。 
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議 事 ■事務局（企画課長） 

 ・ 今後は、限られた財源や人員の中で、既存事業の見直しも含めた優先順

位付けも必要となることから、町民の意見を踏まえながら必要な施策を

検討していきたい。 

・ 人口減少対策については、令和７年度国勢調査の結果が国の推計を上回る

など一定の成果も見られており、これまで進めてきた産業基盤の維持・強

化は一定の効果があったとの認識が示された。 

・ 一方で、産業分野における人手不足は深刻化しており、今後の地域維持に

向けて町民や関係機関とともに検討を進めていく必要がある。ぜひお知恵

を貸していただきたい。 

以 上 


